
























































能性がある。（小池和男『強い現場の誕生』日本経済新聞出版社  2013 pp.98-99）
表 1　学歴別の労働組合役員の構成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：％







合計 11.5 11.8 36.6 16.6 16.1 5.4 100
単組
委員 7.0 13.6 42.0 16.4 18.1 1.7 100
三役 10.0 10.7 34.1 18.7 18.5 6.0 100
企業連合会
委員 16.2 4.4 42.6 22.1 11.8 2.9 100
三役 16.7 10.2 35.3 17.9 18.6 100
産業レベルの本部
委員 16.2 17.7 31.3 14.9 11.1 5.5 100
三役 21.4 16.0 31.9 13.2 13.2 3.1 100
注：不詳その他が若干あり、記した数値の計は 100 にならない。
出典：労使関係調査会『労使関係実態調査　6 巻』中央公論事業出版　1963　pp.370-371 付表Ⅲ -a-1 を加







































































技能労働者にふさわしいと考えられ、「昭和 40 年代に入り、昭和 30 年代を通じて隆盛を極めた
養成工制度は徐々に衰退に向かうことにな」1 0 った。現在では、企業内訓練の対象の中心は高校
してきたが、それらの諸経験からの教訓が結実し、わが国のユニークな産業民主制を開花させた経済的背景は








の養成所の先駆的形態の一つだった。まず 1910 年４月に工場で採用していた見習工の中から 36




　戦後は 1946 年と 1947 年に約 90 人の新入生を採用したが、この時、633 制の新学制が発足し、
新制度の施行により 1948 年は採用見送りとなった。また 1948 年には、各種学校として認可を受
けている。1950 年から新制中学卒業者を対象に生徒募集を行うことになった。この時の志願者
























立工場の場合、1946 年１月 15 日に工員だけの日立工場労働組合が結成され、およそ２週間後の































の役員名については『日工同窓会 50 周年記念誌』1 3 を参照し、二つをつきあわせることで組合役
員に占める養成工出身者を確認した。
　まず委員長ポストの占有率（表３）を検討すると、組合結成の 1946 年から 1954 年までの日








































働組合日立支部   1996
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1946 6 15 40%
1946 7 15 47%
1946 4 24 17%
1946 7 32 22%
1947 3 24 13%
1947 2 21 10%
1947 3 23 13%
1948 0 19 0%
1948 1 29 3%
1949 3 22 14%
1949 2 20 10%
1950 0 22 0%
1950 2 17 12%
1951 2 13 15%
1951 2 12 17%
1952 3 13 23%
1952 3 14 21%
1953 2 13 15%
1953 1 13 8%
1954 3 13 23%
1954 4 13 31%
計 60 387 16%
出典：表３に同じ
表 5　日立総連合の役職者となった養成工の氏名・在職期間・役職名
氏名 始め 終わり 役職
中村真之輔 1947.12 1948.7 総連合副委員長
安達恒夫 1948.12 1949.6 総連合執行委員
須田武揚 1952.8 1955.5 総連合書記長
立川竹男 1953.5 1954.4 総連合委員長
出典：日工同窓会会報編集委員会『日工同窓会五十周年記念誌』日工同窓会   1972
戦後復興期および高度成長期初期における養成工の労働組合・労使関係への影響（大場隆広）  33
年から 1954 年の時期に総連合会の役員となった養成工出身者は４人で、1947 年 12 月から 1948
年７月まで副委員長だった中村真之輔、1948 年 12 月から 1949 年６月まで執行委員だった安達





員長ポストほど極端な構成ではないものの、結成翌年の 1947 年に副委員長、1948 年に執行委員、















1947 年に養成工１期生の花井十四三が執行委員となったのが最初である。翌 1948 年に養成工３
期生の梅村志郎が専門部員1 6 として名をつらねており、また戦時中に豊田工科青年学校1 7 で教育
を受けた渡辺武三も 1948 年と 1949 年に全日本自動車産業労働組合東海支部の役員となっている。
　1950 年代では 1955 年に養成工１期生の岡田栄次が、1957 年に養成工１期生の板倉鉦二が執行
14  田中博秀「日本的雇用慣行を築いた人達＝その二　山本恵明氏に聞く (1)」『日本労働協会雑誌』No.280 号　
1982　p.41








先に登場した渡辺武三が 1964 年と 1965 年に副執行委員長、1966 年から 1968 年にかけて執行委
員長となり、３期生の梅村志郎が 1968 年から 1970 年まで副執行委員長、1971 年から 1980 年ま
で執行委員長となる。１期生の岡田栄次も 1969 年と 1970 年に副執行委員長となっている。また、









養成工 執行委員 　 養成工氏名 養成工 委員 　 養成工氏名
(a) (b) a/b 　 (c) (d) c/d 　
1946 1 0 19 0% 　 　 　 　
1946 2 0 24 0% 　 　 　
1947 3 1 30 3% 花井十四三 　 　 　
1948 4 0 14 0% 1 4 25% 渡辺武三
（専門部員） 　 1 20 5% 梅村志郎 　 　 　
1949 5 0 19 0% 1 5 20% 渡辺武三
（専門部員） 　 1 10 10% 石川義之 　 　 　
1950 6 0 20 0% 0 6 0% 　
1950 7 0 18 0% 0 6 0% 　
（専門部員） 　 0 4 0% 　 　 　
1951 8 0 23 0% 0 6 0% 　
1952 9 0 21 0% 0 6 0% 　
1953 10 0 19 0% 0 6 0% 　
1954 11 0 17 0% 0 6 0% 　
1955 12 1 13 8% 岡田栄次 0 3 0% 　
1956 13 0 13 0% 0 3 0% 　
1957 14 1 13 8% 板倉鉦二 0 3 0% 　
1958 15 0 13 0% 0 3 0% 　
1959 16 0 13 0% 0 3 0% 　
1960 17 0 13 0% 0 3 0% 　
1961 18 1 13 8% 佐野三雄 0 3 0% 　
1962 19 2 13 15% 佐野三雄 0 3 0% 　
塚本静男 　 　




年度 期 執行委員長 副執行委員長 書記長
1946 1 江端寿男 吉川礼三 　 　 　
1946 2 益田稔 生島稔郎 　 　
1947 3 畔柳馨 生島稔郎 　 山本恵明


































1952 9 畔柳馨 林田博臣 　 土屋満 
（京都帝大）




1954 11 林田博臣 日比野盛年 　 本多森正
1955 12 本多森正 土方久誠 　 面高俊信
1956 13 土方久誠 井藤春夫 　 神藤寛
1957 14 関安一 中根孟（高小） 　 水谷件一
1958 15 内藤寿一 外村吉夫 　 沢田寿 
（農林学校卒）
1959 16 外村吉夫 神谷与助 　 伊藤一男（高小）
1960 17 神谷与助 伊藤一男（高小） 　 　 水野美文
1961 18 加藤和夫 藤井栄二 　 沢田寿 
（農林学校卒）
1962 19 加藤和夫 尾崎新一 　 沢田寿 
（農林学校卒）
1963 20 高橋寅二 内藤光春 水納谷恒雄 　 沢田寿
（農林学校卒）
1964 21 中根孟（高小） 水納谷恒雄 沢田寿 
（農林学校卒）
　 山村豊
1964 22 中根孟（高小） 山村豊 渡辺武三（豊田工
科青年学校卒）
　 大橋正昭





香田斉 磯谷孝太郎 　 堀尾賢
1967 25 渡辺武三（豊田工
科青年学校卒）






















年度 期 執行委員長 副執行委員長 書記長





1973 31 梅村志郎 
（３期生）
湯野川孝夫 伊藤鈴夫 広瀬武夫 上坂凱勇
1974 32 梅村志郎 
（３期生）
伊藤鈴夫 広瀬武夫 伊藤英成 
（名大経済学部）
小宮山亨
1975 33 梅村志郎 
（３期生）
伊藤鈴夫 広瀬武夫 伊藤英成 
（名大経済学部）
小宮山亨
1976 34 梅村志郎 
（３期生）
伊藤鈴夫 小宮山亨 広瀬武夫 中村紘和
1977 35 梅村志郎 
（３期生）
伊藤鈴夫 市野晴夫 加藤進 中村紘和
1978 36 梅村志郎 
（３期生）
伊藤鈴夫 市野晴夫 鈴鹿三郎 石井完治
1979 37 梅村志郎 
（３期生）
鈴鹿三郎 十亀義則 深津泰彦 石井完治
1980 38 梅村志郎 
（３期生）
鈴鹿三郎 十亀義則 深津泰彦 石井完治
1982 39 鈴鹿三郎 小田桐勝巳 
（９期生）
奥村政一 鈴木武 深津泰彦








































































五十嵐茂 相原康伸 加藤昭夫 村井隆介
2002 49 東正元
（21 期生）
西久保長史 加藤昭夫 西田明生 岡正規
2004 50 東正元
（21 期生）
鶴岡光行 西田明生 濱口誠 岡正規
2006 51 鶴岡光行 佐々木龍也 濱口誠 河野晋哉 岡正規
2008 52 鶴岡光行 佐々木龍也 愛甲和弘 堀秀成 河野晋哉





養成所（企業内学校）の設立が 1939 年で、１期生ですら 1950 年代は 25 歳から 35 歳であった点
に留意する必要がある。すなわち、復興期から高度成長期前半では養成工出身者はまだ若手で組
合での活躍の場が限られ、執行委員長などの要職を担うには彼らが 40 歳以降（1965 年以降）の














1940 年代 0 14 0%
1950 年代 0 35 0%
1960 年代 8 41 20%
1970 年代 11 50 22%
1980 年代 5 25 20%
1990 年代 7 25 28%









1940 年代 0 5 0%
1950 年代 0 11 0%
1960 年代 3 11 27%
1970 年代 9 10 90%
1980 年代 3 5 60%

























































で、９月にはいすゞ自動車で 1400 人、10 月には日産自動車で 2000 人の解雇が発表された。し












23  30 年史編纂委員会『限りなき前進　30 年の歩み』トヨタ自動車工業労働組合　1976　p.18
創価経営論集　第43巻 第２号 40
　５月 22 日、会社側は責任をとって、豊田喜一郎社長・副社長隈部一雄・常務西村小八郎が


























24  この辞任した日については、組合史などには「5 月 25 日」とあるが、本論文では愛知県編『愛知県労働運動史 
第１巻』第一法規出版　1982　p.693 の記述をもとに、「5 月 22 日」とした。
25  会社側は退職して欲しい従業員に「退職勧告状」を配布していたので、このときの希望退職は実質上の指名解
雇だった。












































　1956 年には養成工全体の社内団体が設立され、豊田英二3 3 が「豊養会」と名づけた。豊養会の
組織づくりに参加した一期生の野田孝夫によると、「横のつながりを強めて、会社の旗の元に結















1967 年にトヨタ自動車工業の 5 代目社長に就任した。
34  読売新聞取材班『豊田市トヨタ町一番地』新潮社　2003　p.139
35  1958 年に大学卒の「豊進会」と高校卒の「豊生会」、1960 年に臨時工からの登用者の「豊隆会」、1962 年に自
衛隊出身者の「豊栄会」、1965 年に自動車整備学校出身者の「整豊会」、1968 年に高等専門学校卒の「豊泉会」、
1970 年に短大卒の「豊輝会」などが設立された。
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